
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

吸収分割に関する事前開示書類 
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2025 年５月 27日 

 

株式会社オートバックスセブン 

オートバックス・プロパティデベロップメンツ株式会社 

 

 

 

 

 

 

 

 



2025 年５月 27日 

 

東京都江東区豊洲五丁目６番 52 号 

株式会社オートバックスセブン 

代表取締役 社長 堀井 勇吾 

 

東京都江東区豊洲五丁目６番 52 号 

オートバックス・プロパティデベロップメンツ株式会社 

代表取締役社長 佐々木 勝 

 

吸収分割に関わる事前開示事項 

 

株式会社オートバックスセブン（以下「分割会社」といいます）とオートバックス・プ

ロパティデベロップメンツ株式会社（以下「承継会社」といいます）とは、分割会社のオ

ートバックス店舗及びガレージハウス等の不動産の販売・賃貸管理等を行う事業に関する

権利義務を承継会社に承継させる吸収分割（以下「本件分割」といいます）を行う旨の吸

収分割契約（以下「本件契約」といいます）を、締結いたします。 

本件分割を行うに際して、分割会社が会社法 782 条第１項及び会社法施行規則第 183 条

に基づき、また、承継会社が会社法第 794 条第１項及び会社法施行規則第 192 条に基づ

き、それぞれ事前に開示すべき事項は以下の通りです。 

 

記 

 

１．本件契約の内容に関する事項（会社法第 782 条第１項、同第 794 条第１項） 

 別紙１のとおりです。 

 

２．分割対価の相当性に関する事項（会社法第 183 条第１号、同第 192 条第１号） 

   承継会社は、分割会社の完全子会社であることから、本件分割に際して、承継会社か

ら分割会社に対する株式その他の対価の交付を行わないこととしたものであり、相当

であるものと判断しております。 

 

３．計算書類等に関する事項（会社法施行規則第 183 条第４号及び第５号、同第 192 条第

４号及び第６号） 

【分割会社】 

（１） 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙２のとおりです。 



（２） 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

該当事項はありません。 

（３） 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の

会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 

 

【承継会社】 

（１）成立の日における貸借対照表の内容 

別紙３のとおりです。 

（２）最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

該当事項はありません。 

（３）最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の   

会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 

 

４．本件分割が効力を生ずる日以後における分割会社の債務及び承継会社の債務の履行の

見込みに関する事項（会社法施行規則第183条第６号、同第192条第７号） 

【分割会社】 

本件分割後、分割会社の資産は、負債の額を上回ることが見込まれており、また、

本件分割後の収益見込みについても、承継会社が負担すべき債務の履行に支障を及ぼ

すような事態は現在のところ予測されていません。 

以上より、本件分割後において、承継会社が負担すべき債務につき履行の見込みが

あると判断しています。 

 

【承継会社】 

本件分割後、承継会社の資産は、負債の額を上回ることが見込まれており、また、

本件分割後の収益見込みについても、承継会社が負担すべき債務の履行に支障を及ぼ

すような事態は現在のところ予測されていません。 

以上より、本件分割後において、承継会社が負担すべき債務につき履行の見込みが

あると判断しています。 

 

以上 

 

 

 

 



 

別紙１ 

吸収分割契約書 

 

株式会社株式会社オートバックスセブン（以下「甲」という）とオートバックス・プロパ

ティデベロップメンツ株式会社（以下「乙」という）は甲を分割会社、乙を承継会社として、

次のとおり吸収分割契約（以下「本契約」という）を締結する。 

 

第 1条（吸収分割） 

 甲は、本契約の定めに従い、会社法が規定する吸収分割により、オートバックス店舗お

よびガレージハウス等の不動産の販売・賃貸管理等を行う事業（以下「本事業」という）

に関して有する権利義務を乙に承継させ、乙はこれを承継する。 

 

第 2条（分割当事会社） 

 本分割の当事会社の商号及び住所は次のとおりである。 

（１）吸収分割会社 

  商号：株式会社オートバックスセブン 

  住所：東京都江東区豊洲五丁目 6番 52号 

（２）吸収分割承継会社 

  商号：株式会社オートバックス・プロパティデベロップメンツ 

  住所：東京都江東区豊洲五丁目 6番 52号 

 

第 3条（効力発生日） 

 本分割がその効力を生ずる日（以下「分割効力発生日」という）は、2025 年７月 1 日

とする。ただし、分割手続進行上の必要性その他の事由により、甲及び乙は協議・合意の

うえ、これを変更することができる。 

 

第４条（分割対価の交付） 

 乙は、本分割に際して、一切の対価を甲に交付しない。 

 

第５条（資本金等） 

 本分割により乙の資本金及び準備金の額は増加しない。 

 

第６条（承継する権利義務） 

１．乙が本分割により、甲から承継する資産、負債及び契約その他の権利義務（以下「分

割承継権利義務等」という）は、別紙「承継権利義務明細表」記載のとおりとする。 



２．前項において甲から乙が承継する債務の一切につき、甲は併存的債務引受を行い、乙

と連帯して履行の責に任ずるものとする。 

 

第８条（事情変更） 

 本契約締結日後、分割効力発生日までの間において、天災地変その他の事由により、甲

の財産又は経営状態に重大な変更が生じたときなどやむを得ない事由がある場合は、甲

は、乙と協議・合意のうえ、本契約に定める条件を変更し、又は本分割を中止することが

できる。 

 

第９条（競業避止義務） 

 甲は、本事業について会社法第２１条に基づく競業避止義務を負わないものとする。 

 

第１０条（本契約に定めのない事項） 

 本契約に定める事項のほか、本分割に関し必要な事項は、本契約の趣旨に従い、甲及び

乙が誠実に協議のうえで決定する。 

 

以上、本書の成立を証するため、甲及び乙は本書の電磁的記録を作成し、それぞれ電子署

名を施すものとする。本書は、以下の日付に拘わらず、甲乙双方が電子署名を完了した時

点で締結されたものとする。なお、甲及び乙は、各自その電磁的記録を保管するものとす

るが、本書は電磁的記録を原本とし、同電磁的記録を印刷した文書はその写しとする。 

 

甲：東京都江東区豊洲五丁目６番５２号 

株式会社オートバックスセブン 

代表取締役 堀井 勇吾 

 

乙：東京都江東区豊洲五丁目６番５２号 

オートバックス・プロパティデベロップメンツ株式会社 

代表取締役 佐々木 勝 

 

 

  



別紙 

承継権利義務明細表 

 

本分割により乙が甲より承継する資産、負債及び契約その他の権利義務は、分割効力発

生日における本事業に係る以下の資産、債務及びその他の契約上の地位並びにこれらに付

随する権利義務とする。ただし、４．に記載するものは承継権利義務から除外する。 

 

１．承継する資産及び負債 

（１）流動資産 

    本事業に属する現金及び預金、売掛金、商品、貯蔵品、前払費用、短期貸付金、

未収入金等、その他一切の流動資産 

 

（２）固定資産 

  ①有形固定資産 

    本事業に属する建物付属設備、構築物、工具器具及び備品等その他一切の有形固

定資産 

  ②無形固定資産 

    本事業に属する電話加入権等その他一切の無形固定資産 

  ③投資その他の資産 

    本事業に属する長期前払費用、保証金、保険積立金当その他一切の投資その他の

資産 

 

（３）流動負債 

    本事業に属する買掛金、未払金、未払費用、前受金、預り金、賞与引当金等その

他一切の流動負債（偶発債務、簿外債務及び潜在債務を含む） 

 

（４）固定負債 

    本事業に属する長期借入金等その他一切の固定負債（偶発債務、簿外債務及び潜

在債務を含む） 

 

２．承継するその他の権利義務等 

（１）雇用契約 

    従業員との間の雇用契約は承継しない。 

（２）その他の契約 



    本事業に関する売買契約、業務委託契約、賃貸借契約及びリース契約その他本事

業に関する一切の契約上の地位並びにこれらの契約に基づいて発生した一切の権利

義務 

 

３．許認可等 

   法令上可能な本事業に属する届出、登録、許認可又は免許等 

 

４．除外する権利義務 

別途甲乙が除外することを合意する資産、契約上の権利義務、契約上の地位の移

転が契約上禁止され、効力発生日までに地位の移転につき承諾が得られなかった、

ソフトウェアライセンス、商標等その他の契約上の権利義務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙２                             （単位：百万円） 

科目 金額 

資産の部 流動資産 ７３，８５５ 

固定資産 １０２，１４０ 

有形固定資産 ３７，７９８ 

無形固定資産 ４，８４５ 

投資その他の資産 ５９，４９６ 

資産合計 １７５，９９５ 

負債及び純資産の部 流動負債 ３１，６８９ 

固定負債 ３１，８６３ 

負債合計 ６３，５５２ 

株主資本 １１０，７１０ 

資本金 ３３，９９８ 

資本剰余金 ３４，２７８ 

資本準備金 ３４，２７８ 

利益剰余金 ４８，４９３ 

利益準備金 １，２９６ 

その他利益準備金 

（うち当期純利益） 

４７，１９６ 

（６，５４８） 

自己株式 △６，０６０ 

評価・換算差額等 １，７３２ 

その他有価証券評価差額金 １，７３２ 

純資産合計 １１２，４４３ 

負債・純資産合計 １７５，９９５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙３                               (百万円) 

科目 金額 

資産の部 流動資産 

現金預金 １００ 

流動資産合計 １００ 

負債及び純資産の部 流動負債 ０ 

固定負債 ０ 

負債合計 ０ 

株主資本 

資本金 １００ 

資本剰余金 ０ 

資本準備金 ０ 

利益剰余金 ０ 

評価・換算差額等 ０ 

新株予約権 ０ 

純資産合計 １００ 

負債・純資産合計 １００ 

 


